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(57)【要約】
【課題】硬化前であっても初期粘着性を有し、硬化後は
、高温や摺動の厳しい環境下でも、密着性、柔軟性、耐
熱性および難燃性に優れる粘接着剤を提供する。
【解決手段】基材と、前記基材の一方の面上に設けた粘
接着層とを少なくとも含むフラットケーブル被覆材に使
用される粘接着剤であって、アクリル系樹脂と、エポキ
シ系樹脂と、硬化剤と、水和金属化合物、リン酸化合物
、メラミン系難燃剤、およびハロゲン系難燃剤からなる
群から選択される少なくとも１種の難燃剤と、を含む構
成とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、前記基材の一方の面上に設けた粘接着層とを少なくとも含むフラットケーブル
被覆材に使用される粘接着剤であって、
　アクリル系樹脂と、エポキシ系樹脂と、硬化剤と、水和金属化合物、リン酸化合物、メ
ラミン系難燃剤、およびハロゲン系難燃剤からなる群から選択される少なくとも１種の難
燃剤と、を含んでなることを特徴とする、粘接着剤。
【請求項２】
　前記水和金属化合物が、水酸化アルミニウムまたは水酸化マグネシウムである、請求項
１に記載の粘接着剤。
【請求項３】
　前記アクリル系樹脂が海、前記エポキシ系樹脂が島とする海島構造を有する、請求項１
または２に記載の粘接着剤。
【請求項４】
　前記アクリル系樹脂が、エチルアクリレート－ブチルアクリレート－アクリルニトリル
共重合体からなる、請求項１～３のいずれか一項に記載の難粘着剤。
【請求項５】
　前記エポキシ系樹脂が、ニトリルブタジエンゴム変性エポキシ樹脂と、ｂｉｓ－Ａ型エ
ポキシ樹脂とからなる混合物である、請求項１～４のいずれか一項に記載の粘接着剤。
【請求項６】
　前記硬化剤がジシアンジアミド系の化合物である、請求項１～５のいずれかに記載の粘
接着剤。
【請求項７】
　基材と、前記基材の一方の面上に設けた粘接着層とを少なくとも含むフラットケーブル
被覆材であって、粘接着層が請求項１～６のいずれか一項に記載の粘接着剤からなること
を特徴とする、フラットケーブル被覆材。
【請求項８】
　複数の導電体を同一平面内で配列した導電体列を、一対の被覆材で挟持したフラットケ
ーブルであって、前記被覆材が、請求項７に記載のフラットケーブル被覆材であり、前記
フラットケーブル被覆材の粘接着層どうしが対向するように、前記導電体列が一対の前記
フラットケーブル被覆材で挟持されていることを特徴とする、フラットケーブル。
【請求項９】
　請求項８に記載のフラットケーブルを製造する方法であって、
　一対の被覆材を準備し、
　前記一方の被覆材の粘接着層上に、複数の導電体を同一平面内で配列した導電体列を仮
固定し、
　前記導電体列が仮固定された粘接着層と、他方の粘接着層とが対向するように、被覆材
どうしを重ね合わせて積層体を形成し、
　前記積層体を加熱して、前記粘接着層を硬化させる、
ことを含んでなり、
　前記被覆材が、請求項７に記載のフラットケーブル被覆材からなることを特徴とする、
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被覆材に使用される粘接着剤に関し、さらに詳しくは、電気機器、電子機器
、その他等に使用されるフラットケーブルの被覆材に使用される、未硬化の状態で初期粘
着性を有する粘接着剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、ＯＡ機器やゲーム機などの電子機器では、コンピューターと電子部品などの電気
的な接続や種々の配線のためのフラットケーブルが使用されている。このフラットケーブ
ルは、複数の導電体を配列させたものを、接着剤を塗布したＰＥＴフィルム等で挟持して
被覆した構造を有する。
【０００３】
　フラットケーブルは、電子機器の狭い筐体内を引き回され、電子部品の移動に伴って摺
動されたり、かつ、電子部品の発熱に伴う高温の環境下で使用される。このために、フラ
ットケーブルを被覆している被覆材は、摺動に対する柔軟性、高温に対する耐熱性、およ
び難燃性が要求される。さらに、使用後の廃棄処理において、環境破壊の元凶にもなり兼
ねない。
【０００４】
　また、近年、自動車や生活家電などは軽量化、薄型化が進み、回路基盤同士の配線など
にはフレキシブルフラットケーブルが広く使われており、フラットケーブルの使われ方も
多様化している。例えば、自動車エンジン周りや、コピー機等の排熱部分、加熱炉などの
耐熱性や、高温化での屈曲性などが必要とされる分野が増えてきている。
【０００５】
　しかしながら、従来のフラットケーブルは、高温下で使用されることを想定していなか
ったため、接着剤としてポリエステル系樹脂などが一般的に使用されており、高温環境下
フラットケーブルを使用すると、被覆材が剥がれて伝導体が露出したりするという欠点が
あった。また、自動車や生活家電等の分野では、フラットケーブルに難燃性が要求される
。さらに、部品の移動に伴う摺動環境下でフラットケーブルを使用するような場合、導電
体と被覆材との密着性に優れるとともに、十分な柔軟性と耐熱性をあわせもつことが必要
である。
【０００６】
　上記の問題に対し、ポリイミドフィルムとリン変性飽和ポリエステル共重合体からなる
接着層によるノンハロゲンの難燃性フラットケーブル（特開平８－６０１０８号公報）や
熱可塑性ポリエステル樹脂とリン系難燃剤を含有する粘着層によるノンハロゲンの難燃性
フラットケーブル（特開平９－２２１６４２号公報）が提案されている。また、フラット
ケーブルに使用される接着剤として、ポリエステル系樹脂とポリ燐酸系難燃剤と非ポリ燐
酸系窒素含有有機難燃剤とからなるノンハロゲン系の難燃性接着剤が知られている（特開
２００１－８９７３６号公報）。
【０００７】
　しかしながら、フラットケーブルの基材フィルムとしては、ポリエステル系フィルムま
たはポリイミド系フィルムが使用されており、ポリエステル系フィルムは単独では難燃性
が不足し、ポリイミド系フィルムでは価格が高価である。また、接着層（粘着層と表現し
ている公報もある）にハロゲン系の難燃剤を添加した被覆材を用いたフラットケーブルで
は、フラットケーブルが電子機器とともに廃棄された後に、何らかの要因で難燃剤が外部
に漏洩し、環境を汚染したり、人体に取り込まれて健康を害する恐れがあるという欠点が
ある。さらに、非ハロゲン系の難燃剤としてリン系、ポリ燐酸系、非ポリ燐酸系窒素含有
有機物質などを用いた接着剤を使用したフラットケーブルでは、十分な難燃性を得るため
に多量の難燃剤を含有する必要があり、導電体と被覆材との接着力が低下する場合がある
。
【０００８】
　これに対し、難燃性と接着性とを両立したフラットケーブル用の被覆材も提案されてい
る（実開平３－２６００８号公報や特開２００６－４０８１７号公報）。しかしながら、
これら被覆材は比較的製造コストが高いという問題がある。すなわち、フラットケーブル
は、一対の被覆材で導電体を挟持して被覆し、接着剤を硬化させることにより製造される
が、従来の被覆材に使用されている接着剤は、硬化前には初期粘着性を有していなかった
ため、フラットケーブルの製造工程において、被覆材の貼合せと接着とを同時に行う必要
があり、作業効率性が悪く、そのため製造速度が著しく遅くなるという問題点もあった。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平８－６０１０８号公報
【特許文献２】特開平９－２２１６４２号公報
【特許文献３】特開２００１－８９７３６号公報
【特許文献４】実開平３－２６００８号公報
【特許文献５】特開２００６－４０８１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明者らは、アクリル系樹脂とエポキシ系樹脂と、特定の難燃剤とを含有する粘接着
剤とすることにより、硬化前であっても初期粘着性を有し、硬化後は、高温や摺動の厳し
い環境下でも、密着性、耐熱性および難燃性に優れる粘接着剤を実現できる、との知見を
得た。本発明はかかる知見に基づくものである。したがって、本発明の目的は、硬化前で
あっても初期粘着性を有し、硬化後は、高温や摺動の厳しい環境下でも、密着性、耐熱性
および難燃性に優れる粘接着剤を提供することである。
【００１１】
　また、本発明の別の目的は、上記粘接着剤を使用したフラットケーブル用被覆材、なら
びに、その被覆材を使用したフラットケーブルおよびその製造方法を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明による粘接着剤は、基材と、前記基材の一方の面上に設けた粘接着層とを少なく
とも含むフラットケーブル被覆材に使用される粘接着剤であって、
　アクリル系樹脂と、エポキシ系樹脂と、硬化剤と、水和金属化合物、リン酸化合物、メ
ラミン系難燃剤、およびハロゲン系難燃剤からなる群から選択される少なくとも１種の難
燃剤と、を含んでなることを特徴とするものである。
【００１３】
　また、本発明の好ましい態様として、前記水和金属化合物は、水酸化アルミニウムまた
は水酸化マグネシウムである。
【００１４】
　また、本発明の好ましい態様として、前記アクリル系樹脂が海、前記エポキシ系樹脂が
島とする海島構造を有する。
【００１５】
　また、本発明の好ましい態様として、前記アクリル系樹脂は、エチルアクリレート－ブ
チルアクリレート－アクリルニトリル共重合体からなる。
【００１６】
　また、本発明の好ましい態様として、前記エポキシ系樹脂は、ニトリルブタジエンゴム
変性エポキシ樹脂とｂｉｓ－Ａ型エポキシ樹脂とからなる混合物である。
【００１７】
　また、本発明の好ましい態様として、前記硬化剤がジシアンジアミド系の化合物である
。
【００１８】
　また、本発明の別の態様であるフラットケーブル被覆材は、基材と、前記基材の一方の
面上に設けた粘接着層とを少なくとも含むフラットケーブル被覆材であって、粘接着層が
上記の粘接着剤からなることを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の別の態様であるフラットケーブルは、複数の導電体を同一平面内で配列
した導電体列を、一対の被覆材で挟持したフラットケーブルであって、前記被覆材が、上
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記フラットケーブル被覆材であり、前記フラットケーブル被覆材の粘接着層どうしが対向
するように、前記導電体列が一対の前記フラットケーブル被覆材で挟持されていることを
特徴とするものである。
【００２０】
　さらに、本発明の別の態様であるフラットケーブルの製造方法は、一対の被覆材を準備
し、
　前記一方の被覆材の粘接着層上に、複数の導電体を同一平面内で配列した導電体列を仮
固定し、
　前記導電体列が仮固定された粘接着層と、他方の粘接着層とが対向するように、被覆材
どうしを重ね合わせて積層体を形成し、
　前記積層体を加熱して、前記粘接着層を硬化させる、
ことを含んでなり、
　前記被覆材が、請求項７に記載のフラットケーブル被覆材からなることを特徴とするも
のである。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、高温や摺動の厳しい環境下でも、導電体との密着性に優れ、かつ、高
い耐熱性を併せ持ち、かつ、フラットケーブルの製造にあたっては、初期粘着力で導線を
保持した後に、加熱し熱硬化させることで、貼合せと接着の工程を同時に行って製造速度
を向上でき、低コストである効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本願発明の１実施例を示すフラットケーブル被覆材の断面図である。
【図２】本願発明の１実施例を示すフラットケーブル模式的平面図である。
【図３】図２のＡＡ断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しながら、詳細に説明する。
【００２４】
＜定義＞
　本明細書において、配合を示す「比」、「部」、「％」などは特に断わらない限り質量
基準であり、「／」印は一体的に積層されていることを示す。また、「ＰＥＴ」は「ポリ
エチレンテレフタレート」、「ＦＦＣ」は「フレキシブルフラットケーブル」の略語、機
能的表現、通称、又は業界用語である。
【００２５】
＜粘接着剤＞
　本発明による粘接着剤は、図１に示すような、基材１１と、基材１１の一方の面上に設
けた粘接着層１３とを少なくとも含むフラットケーブル被覆材１０に使用される粘接着剤
１５であり、アクリル系樹脂と、エポキシ系樹脂と、硬化剤と、水和金属化合物、リン酸
化合物、メラミン系難燃剤、およびハロゲン系難燃剤からなる群から選択される少なくと
も１種の難燃剤とを、必須成分として含む。このように、粘着性を有するアクリル系樹脂
と接着性を有するエポキシ系樹脂と、これらの樹脂と反応する硬化剤とを含むことにより
、硬化前であっても初期粘着性を有し、かつ硬化後には、優れた密着性、耐熱性および難
燃性を有する。
【００２６】
　本発明による粘接着剤に含有されるアクリル系樹脂としては、粘着性があれば特に限定
されるものではなく、例えば、アクリル酸、メタクリル酸及びそれらのエステルモノマー
を重合させたポリマーのほか、前記モノマーと共重合可能な不飽和単量体（例えば、酢酸
ビニル、スチレン、アクリロニトリルなど）とを共重合させたコポリマーが使用できる。
アクリル系樹脂としては、アクリル酸エステル共重合体が好ましく、アクリル酸、アクリ
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ル酸エステル、メタクリル酸エステルおよびアクリルニトリルのうち少なくとも１つをモ
ノマー成分とした共重合体が挙げられる。この中でも、官能基としてエポキシ基、水酸基
、カルボキシル基、二トリル基等を持つ化合物を有するアクリル酸エステル共重合体が好
ましい。これにより、被着体への接着性がより向上する。具体的には、ナガセケムテック
ス社製、ＳＧ－Ｐ３などが例示できる。
【００２７】
　本発明においては、アクリル系樹脂として、ＥＡ－ＢＡ－ＡＮ（エチルアクリレート－
ブチルアクリレート－アクリルニトリルをもつモノマーをラジカル重合してなるアクリル
酸エステル共重合体をより好ましく用いることができ、後記するエポキシ系樹脂との分散
性や、粘接着層を形成する際の塗布性成膜性を向上させることができる。また、硬化前の
初期粘着性を確保できる。
【００２８】
　上記したアクリル酸エステル共重合体の重量平均分子量は、特に限定されないが、１０
万以上が好ましく、１５万～１００万が特に好ましく、重量平均分子量がこの範囲内であ
ると、粘接着層１１の塗布性が向上する。また、凝集力を高めるために、ロジン樹脂、テ
ルペン樹脂、クマロン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族系や芳香族系石油樹脂等の粘着付与
剤等を添加してもよい。
【００２９】
　本発明による粘接着剤は、上記したアクリル系樹脂に加えて、エポキシ系樹脂を含む。
エポキシ系樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡエポキシ樹脂、ビスフェノールＦエ
ポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂、ノボラックエポキシ樹脂、クレゾールノ
ボラックエポキシ樹脂等のノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、スチ
ルベン型エポキシ樹脂、トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、アルキル変性トリフェノ
ールメタン型エポキシ樹脂、トリアジン核含有エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン変性
フェノール型エポキシ樹脂等のエポキシ樹脂等が挙げられ、またフェノールノボラック樹
脂、クレゾールノボラック樹脂、ビスフェノールＡノボラック樹脂等のノボラック型フェ
ノール樹脂、レゾールフェノール樹脂等のフェノール樹脂、ユリア（尿素）樹脂、メラミ
ン樹脂等のトリアジン環を有する樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ビスマレイミド樹脂、
ポリウレタン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコン樹脂、ベンゾオキサジン環を有す
る樹脂、シアネートエステル樹脂などが例示できる。
【００３０】
　これらの樹脂から、少なくとも、比較的柔らかいエポキシ系樹脂と、硬いエポキシ系樹
脂とを含ませるのが好ましい。ここで、「柔らかい」および「硬い」とは、相対比較であ
り、硬さに差のある柔らかいもの、硬いものを用いればよい。
【００３１】
　硬いエポキシ系樹脂としては、結晶性エポキシ樹脂が好ましく、ビフェニル骨格、ビス
フェノール骨格、スチルベン骨格などの剛直構造を主鎖にもち、比較的低分子量のものが
よい。好ましくは、例えば、ビスフェノールＡエポキシ樹脂、ビスフェノールＦエポキシ
樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂で、特にビスフェノールＡ型エポキシ樹脂が好ま
しい。主鎖が１～３のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂は常温で液体、主鎖が２～１０の
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂は常温で固体である。結晶性エポキシ樹脂のうち、常温
で結晶化して固体のものも、融点以上の温度になると、急速に融解して低粘度の液状に変
化することで、粘接着層１３の接着剤部分に被着体の裏面とを接合工程で、初期に密着し
、更に接着して、接着強度を高めることができる。硬いエポキシ系樹脂は架橋密度が高く
なるため、機械的強度が高く、耐薬品性がよく、硬化性が高く、吸湿性（自由体積が小さ
くなるため）が小さくなる特徴もある。
【００３２】
　硬いエポキシ系樹脂として、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂が好ましいが、さらに、
硬さの異なる複数を用いるのが更に好ましい。複数とは、剛直な構造であるビスフェノー
ル骨格の主鎖の数の異なるものが例示でき、例えば、主鎖が１～３のビスフェノールＡ型
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エポキシ樹脂と、主鎖が２～１０のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂とを併用すればよい
。併用することで、機械的強度を保ちつつ、若干の柔軟性を得ることが出来るため、密着
性に優れる。固体のエポキシを混合することで、製膜性も向上させることができる。ここ
で、硬さ異なるとは相対比較であり、硬さに差があればよく、硬いもの、更に硬いものを
用いればよい。具体的には、主鎖が１～３のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂としては、
ジャパンエポキシレジン社製、ＪＥＲ８２８が、主鎖が２～１０のビスフェノールＡ型エ
ポキシ樹脂としては、ジャパンエポキシレジン社製、ＪＥＲ１００１などが例示できる。
【００３３】
　柔かいエポキシ樹脂としては、ゴム成分を含むように変性したエポキシ系樹脂が好まし
い。特に、ＮＢＲ（ニトリルブタジエンゴム）変性エポキシ系樹脂が、加熱による変色も
少なく、硬いエポキシ樹脂である結晶性エポキシ樹脂と混ざり易さから好ましい。具体的
には、ＡＤＥＫＡ社製、ＥＰＲ４０３０などが例示できる。被着体の熱膨張による寸法変
化などに追従するため、耐熱性向上、耐衝撃性、柔軟性の点で優れる。
【００３４】
　上記したアクリル系樹脂およびエポキシ系樹脂を反応させて粘接着剤を硬化させるため
に、粘接着剤には硬化剤が含まれる。硬化剤としては、例えばジエチレントリアミン（Ｄ
ＥＴＡ）、トリエチレンテトラミン（ＴＥＴＡ）、メタキシレリレンジアミン（ＭＸＤＡ
）などの脂肪族ポリアミン、ジアミノジフェニルメタン（ＤＤＭ）、ｍ－フェニレンジア
ミン（ＭＰＤＡ）、ジアミノジフェニルスルホン（ＤＤＳ）などの芳香族ポリアミンのほ
か、ジシアンジアミド（ＤＩＣＹ）、有機酸ジヒドララジドなどを含むポリアミン化合物
等のアミン系硬化剤、ヘキサヒドロ無水フタル酸（ＨＨＰＡ）、メチルテトラヒドロ無水
フタル酸（ＭＴＨＰＡ）などの脂環族酸無水物（液状酸無水物）、無水トリメリット酸（
ＴＭＡ）、無水ピロメリット酸（ＰＭＤＡ）、ベンゾフェノンテトラカルボン酸（ＢＴＤ
Ａ）等の芳香族酸無水物等の酸無水物系硬化剤、フェノール樹脂等のフェノール系硬化剤
が例示できる。特に、ジシアンジアミド（ＤＩＣＹ）は潜在性の硬化剤のため、保存安定
性に優れ、室温保存でもポットライフが数週間もあるので好ましい。また、硬化促進剤と
してイミダゾール類を含ませてもよい。イミダゾール類としては、例えば１－ベンジル－
２－フェニルイミダゾールが挙げられる。また、エポキシ樹脂用潜在性硬化促進剤である
ＤＢＵ（１，８－ジアザビシクロ（５，４，０）ウンデセン－７）系硬化促進剤を使用し
てもよい。ＤＢＵ系硬化促進剤としてはＤＢＵ系テトラフェニルボレート塩等が挙げられ
る。
【００３５】
　上記したアクリル系樹脂およびエポキシ系樹脂は、粘背着剤中で、アクリル系樹脂が海
、エポキシ系樹脂が島とする海島構造を有していることが好ましい。エポキシ系樹脂は複
数種からなるが相溶状態であると推測される。この好ましい構造によって、アクリル系樹
脂の海状態が初期粘着性を発現し、島状態のポキシ系樹脂が加圧加熱によって、被着体と
接触し、接着すると推測される。さらに分散状態は、海と島どうしが接触しないある程度
の距離（数μｍ）を保つことで、界面破壊を避けることが出来、接着強度も高く維持でき
るので好ましい。
【００３６】
　粘接着剤中の、アクリル系樹脂、硬いエポキシ系樹脂および柔かいエポキシ系樹脂の含
有量は、それぞれの含有量比が質量基準において、１００：７５～１７５：１０～１００
：２～２０程度、好ましくは、１００：１００～１５０：２５～７５：５～１０である。
なお、硬いエポキシ系樹脂を複数用いる場合にはその合計とする。アクリル酸エステル共
重合体に対して、硬いエポキシ樹脂及び柔かいエポキシ系樹脂がこの範囲未満であると、
粘着力が強すぎて、貼り替えが必要な場合に不良が起こったり、作業性の低下したりし、
被着体との接着力が低下する。この範囲以上では、被着体との接着力は向上するが、粘着
力が低く、仮固定を要して作業性が低下する。また、硬化剤の配合比がこの範囲未満であ
ると、接合後の耐熱性が低く、また接着強度が温度変化で劣化しやすい。この範囲以上で
は、フラットケーブル被覆材１０を被着体と接合するまで保管するが、その期間の保存性
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が低下し、また、未反応の硬化剤が残留することで、接着力が低下する問題点もある。
【００３７】
　また、本発明においては、粘接着剤中にエポキシ系樹脂が含有されているため、それ自
体が難燃性を有するものであるが、上記したアクリル系樹脂、エポキシ系樹脂および硬化
剤に加えて、水和金属化合物、リン酸化合物、メラミン系難燃剤、またはハロゲン系難燃
剤の少なくとも１種の難燃剤を添加することにより、粘接着剤に難燃性を付与することが
できる。過熱燃焼に対し、水和金属化合物は脱水分解することで吸熱反応を起こすため、
水和金属化合物を含む粘接着剤は難燃性となる。また、有機リン化合物は、燃焼の際に不
燃層を形成することにより空気の供給を遮断する。また、メラミン系難燃剤は、加熱分解
によりガスを発生して酸素濃度を下げる。また、ハロゲン系難燃剤は、ラジカルトラップ
効果による活性ＯＨラジカルの安定化や酸素遮蔽効果を有する。
【００３８】
　水和金属化合物としては、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化ジルコニ
ウム、水酸化カルシウム、水酸化チタン、水酸化亜鉛などが適用できるが、難燃性に優れ
、コストの点でも有利な水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムが好適である。該水和
金属化合物は、単独でも、複数種を組み合わせも使用することもできる。例えば、ハイジ
ライト（昭和電工（株））やマグシース（神島化学（株））等の市販の水和金属化合物難
燃剤を使用してもよい。また、水和金属化合物に、酸化アンチモン系化合物、スズ酸亜鉛
、ホウ酸亜鉛、酸化スズ、酸化モリブデン酸、酸化モリブデン、酸化ホウ素、二酸化珪素
等の酸化金属化合物を添加してもよい。
【００３９】
　リン酸化合物としては、フォスフィン酸塩、リン酸エステル（ハロゲンリン酸エステル
を含む）、縮合リン酸エステル、リン酸メラミン、ポリリン酸アンモニウム（イントメッ
セント系を含む）、赤リン、フォスファフェナントレン、ホスファゼン等が挙げられ、例
えば、Ｅｘｏｌｏｔ（クラリアント（株））、アデカスタブＦＰ－６００（株式会社ＡＤ
ＥＤＫＡ）、ＤＡＩＧＵＡＲＤシリーズ（大八化学工業（株））等の市販の難燃剤を用い
ることもできる。
【００４０】
　メラミン系難燃剤としては、メラミンシアヌレート等を好適に使用でき、例えば、ＭＣ
－４０００等（日産化学工業（株））等の市販のものを使用してもよい。
【００４１】
　また、ハロゲン系難燃剤としては、テトラブロモビスフェノールＡ（ＴＢＢＰＡ）、デ
カブロモジフェニルエタン（ＤＢＤＰＥ）、ヘキサブロモシクロドデカン（ＨＢＣＤ）、
エチレンビステトラブロモフタルイミド、ＴＢＢＰＡポリカーボネートオリゴマー、臭素
化ポリスチレン、ＴＢＢＰＡエポキシオリゴマー、ＴＢＢＰＡビスジブロモプロピルエー
テル、エチレンビスペンタブロモジフェニル、ペンタブロモベンジルアクリレート、ヘキ
サブロモベンゼン、臭素化芳香族トリアジン、塩素系、塩素化パラフィン、パークロロシ
クロペンタデカン等が挙げられる。
【００４２】
　上記の難燃剤には、三酸化アンチモン、窒素化グアニジン、五酸化アンチモン等を併用
して用いてもよい。
【００４３】
　無機系難燃剤である水和金属化合物や酸化金属化合物等の粒子の大きさとしては、一次
粒子として、約０．０１μないし１５μ位である。難燃性の性能からは、難燃剤成分が多
いほど良いが、難燃剤が多いと合成樹脂成分が少なくなって、難燃性接着層を形成加工す
る際に成膜することができず、また、必要な接着性能が得られない。難燃性があり、加工
性の良い組成としては、合成樹脂成分が２０～９９質量％と難燃剤成分が１～８０質量％
が好適である。
【００４４】
　本発明による粘接着剤は、上記したアクリル系樹脂、エポキシ系樹脂、硬化剤、および
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難燃剤に加えて、さらに必要に応じてその他の添加剤を加えてもよい。例えば、加工性、
耐熱性、耐候性、機械的性質、寸法安定性、抗酸化性、滑り性、離形性、抗カビ性、電気
的特性、強度、その他等を改良、改質する目的で、例えば、滑剤、可塑剤、充填剤、フィ
ラー、帯電防止剤、アンチブロッキング剤、架橋剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定
剤、染料、顔料等の着色剤、金属腐食防止剤、樹脂と難燃剤との間の凝集力を上昇させる
各種カップリング剤、架橋剤、架橋助剤、難燃触媒、その他等を適宜添加することができ
る。また、接着力や耐熱性をより向上させるために、添加剤としてポリビニルホルマール
樹脂を添加してもよい。
【００４５】
　上記した各成分を混合し、必要に応じて混練、分散して、粘接着剤を調製することがで
きる。混合ないし分散方法は、特に限定されるものではなく、通常の混練分散機、例えば
、二本ロールミル、三本ロールミル、ペブルミル、トロンミル、ツェグバリ（Ｓｚｅｇｖ
ａｒｉ）アトライター、高速インペラー分散機、高速ストーンミル、高速度衝撃ミル、デ
スパー、高速ミキサー、リボンブレンダー、コニーダー、インテンシブミキサー、タンブ
ラー、ブレンダー、デスパーザー、ホモジナイザー、および超音波分散機などが適用でき
る。撹拌機を用いて、硬いエポキシ系樹脂として複数種を用いる場合は、先にこれらを混
合撹拌し、次に硬化剤を混合撹拌し、溶媒で希釈した後に、柔かいエポキシ系樹脂を混合
撹拌し、次いで、アクリル系樹脂を混合撹拌することが好ましい。
【００４６】
　上記した粘接着剤は、エポキシ系樹脂に起因する強固な接着強度が得られ、導線との接
着力も強力であり、その接着強度は温度変化でも劣化しにくい。また、アクリル系樹脂に
起因するために脆質性が低く、優れた剪断強度と高い耐衝撃性、耐熱性を有するので、高
温や摺動の厳しい環境下でも、導電体との密着性に優れ、かつ、高い耐熱性を実現するこ
とができる。
【００４７】
＜フラットケーブル被覆材＞
　本発明によるフラットケーブル被覆材１０は、図１に示すように、基材１１と、基材１
１の一方の面上に設けた粘接着層１３とを少なくとも含む。本発明においては、基材１１
と粘接着層１３との間に、接着力を向上させるために、必要に応じてプライマー層１２を
設けてもよい。また、フラットケーブル被覆材１０は、使用時（すなわち、被覆材を貼り
合わせてフラットケーブルを作製する際）までの保存や、使用時の取り扱い性の点から、
粘接着層１３面へ剥離紙（図示せず）を積層しておいてもよく、基材１１／粘接着層１３
／剥離紙の構成としてもよい。
【００４８】
　本発明においては、上記の粘接着剤を使用することにより、硬化前に初期粘着性をもっ
た熱硬化型のフラットケーブル被覆材とすることができる。即ち、フラットケーブル被覆
材１０の粘接着層１３は、初期粘着性を有するため、フラットケーブルを製造する際に、
初期粘着力で導線等の導電体２１からなる配列体を被覆材の粘接着層上に保持したまま、
他方の被覆材を貼り合わせて、加熱し熱硬化（接着）させることができる。その結果、貼
合せ工程と接着の工程とが別の工程とできるため、貼合せ工程の製造速度を速くでき、か
つ、接着の工程も製造速度を速く、又はバッチ式でも大量に一括で加熱処理でき、結果的
に低コストとすることができる。また、粘接着層１３と導電体２１とを熱硬化反応で接着
させることで、導電体と被覆材との接着力も強力であり、その接着強度は温度変化で劣化
しない効果があり、高温や摺動の厳しい環境下でも、導電体との密着性に優れ、かつ、高
い耐熱性を併せ持つ被覆材となる。
【００４９】
　本発明によるフラットケーブル被覆材を構成する各層について、以下説明する。基材１
１としては、機械的強度に優れ、耐熱性、耐薬品性、耐溶剤性、屈曲性、絶縁性等に富む
、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレ
フタレート等のポリエステル系フィルム、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０等
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のポリアミド系フィルム、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド等のポリ
イミド系フィルム、フッ素系フィルム、ポリエーテルスルフォン、ポリエーテルケトン、
ポリエーテルサルファイド、ポリアリレート、ポリエステルエーテル、全芳香族ポリアミ
ド、ポリアラミド、ポリプロピレンフィルム、ポリカーボネートフィルムなどが適用でき
る。通常はポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリアルキレン
テレフタレートが好適に使用される。
【００５０】
　基材１１は、未延伸フィルム、または延伸フィルムが適用でき、強度を向上させる目的
で延伸フィルムが好ましく、一軸方向または二軸方向に延伸したフィルムが、特に二軸延
伸フィルムが好適である。また、基材フィルムの表面は、必要に応じて、例えば、コロナ
処理、プラズマ処理、オゾン処理、その他の前処理を施しても良い。基材フィルムの厚さ
は、通常は５μｍ～２００μｍが適用でき、１０μｍ～１００μｍが好適である。厚さが
５μｍ未満であると機械的強度が不足し、またプライマー層１２、粘接着層１３など形成
する適性が減ずる。厚さが２００μｍ以上では可撓性が不足し摺動性が悪化するので、こ
のような厚さにすることにより、フラットケーブル被覆材１０に必要とされる強度を付与
することができるとともに、フラットケーブル被覆材１０に良好な可撓性を付与すること
ができる。
【００５１】
　基材上には、粘背着層を設ける前に、必要に応じてプライマー層を設けることができる
。プライマー層を介在させることにより、基材と粘接着層との密着性がより向上し、子機
器への使用時の摺動に耐えて、層間の剥離などを抑制して、フラットケーブルの絶縁性、
耐久性が向上する。プライマー層１２の材料としては、例えば、イソシアネート基、ブロ
ックイソシアネート基、および／またはカルボジイミド基を有する多官能化合物と、ガラ
ス転移点が２０℃～１２０℃、好ましくは３０℃～１００℃のポリエステル系樹脂、ポリ
ウレタン系樹脂とを含むプライマー剤が適用できる。また、プライマー剤としては、ポリ
エチレンイミン系化合物、有機チタン系化合物、イソシアネート系化合物、ウレタン系化
合物、ポリブタジエン系化合物などを主成分とするアンカーコート剤も適用することがで
きる。
【００５２】
　プライマー層１２は、プライマー剤の希釈液をロールコート、リバースロールコート、
グラビアコート、リバースグラビアコート、バーコート、ロッドコ－ト、キスコート、ナ
イフコート、ダイコート、コンマコート、フローコート、スプレーコートなどの方法で塗
布し乾燥して、溶剤を除去してプライマー層を形成させることができる。また、乾燥後に
温度３０℃～７０℃でエージングしてもよい。プライマー層１２の厚さは、通常は０．０
５μｍ～１０μｍ程度、好ましくは０．１μｍ～５μｍ程度である。
【００５３】
　粘接着層は、基材上、またはプライマー層上に形成される。粘接着層は、上記した粘接
着剤を基材１１またはプライマー層１２の表面へ塗布することにより形成できる。塗布方
法としては、特に限定されるものではなく、例えば、ロールコート、リバースロールコー
ト、トランスファーロールコート、グラビアコート、グラビアリバースコート、コンマコ
ート、ロッドコ－ト、ブレードコート、バーコート、ワイヤーバーコート、ダイコート、
リップコート、ディップコートなどが適用できる。塗布法により基材（またはプライマー
層）上へ粘接着剤を塗布するには、粘接着剤の粘度が１～２００００センチストークス（
２５℃）程度、好ましくは１～２００センチストークスに調整されていることが好ましい
。
【００５４】
　粘接着剤を基材（またはプライマー層）上に塗布した後、乾燥させることにより粘接着
層が形成されるが、フラットケーブル被覆材の使用時までの保存や、使用時の取り扱い性
の点から、粘接着層面の保護のために、粘接着層上に剥離紙を貼り合わせてもよい。剥離
紙としては、離型フィルム、セパレート紙、セパレートフィルム、セパ紙、剥離フィルム
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、剥離紙とも呼ばれる。離型紙は、上質紙、コート紙、含浸紙、プラスチックフィルムな
どの離型紙用基材の片面又は両面に離型層を有したものである。この離型層としては、離
型性を有する材料であれば、特に限定されないが、例えば、シリコーン樹脂、有機樹脂変
性シリコーン樹脂、フッ素樹脂、アミノアルキド樹脂、メラミン系樹脂、アクリル系樹脂
、ポリエステル樹脂などがある。これらの樹脂は、エマルジョン型、溶剤型又は無溶剤型
のいずれもが使用できる。
【００５５】
　離形層は、離形層成分を分散および／または溶解した塗液を、剥離紙用の基材フィルム
の片面に塗布し、加熱乾燥および／または硬化させて形成する。塗液の塗布方法としては
、公知で任意の塗布法が適用でき、例えば、ロールコート、グラビアコート、スプレーコ
ートなどである。また、離型層は、必要に応じて、基材フィルムの少なくとも片面の、全
面または一部に形成してもよい。
【００５６】
　なお、剥離紙ないし離形層の剥離力は、粘着剤テープに対し、１～２０００ｍＮ／ｃｍ
程度、さらに１００～１０００ｍＮ／ｃｍであることが好ましい。剥離紙ないし離形層の
剥離力が１ｍＮ／ｃｍ未満の場合は、粘着シートや被粘着材との剥離力が弱く、剥がれた
り部分的に浮いたりする。また、２０００ｍＮ／ｃｍより大きい場合は、剥離紙ないし離
形層の剥離力が強すぎて、剥離紙を剥離しにくい。安定した離形性や加工性の点で、ポリ
ジメチルシロキサンを主成分とする付加及び／又は重縮合型の剥離紙用硬化型シリコーン
樹脂が好ましい。
【００５７】
＜フラットケーブル＞
　本発明によるフラットケーブルは、図２に示すように、複数の導電体２１を同一平面内
で配列した導電体列を、一対のフラットケーブル被覆材１０で挟持して両面から被覆した
ものである。図３は図２のＡＡ断面図であり、導電体２１列は両面より被覆してなるフラ
ットケーブル被覆材１０の粘接着層１３によって、埋め込まれるような状態で熱硬化され
ており、導電体２１列は強固に接着されている。
【００５８】
　上記のような構造を有するフラットケーブルは、一対のフラットケーブル被覆材を準備
し、一方の被覆材の粘接着層上に、複数の導電体を同一平面内で配列した導電体列を仮固
定し、前記導電体列が仮固定された粘接着層と、他方の粘接着層とが対向するように、被
覆材どうしを重ね合わせて積層体を形成し、前記積層体を加熱して、前記粘接着層を硬化
させることにより製造される。このように、本発明によるフラットケーブル被覆材を用い
れば、フラットケーブルを製造する際に、初期粘着力で導線等の導電体２１からなる配列
体を被覆材の粘接着層上に保持したまま、他方の被覆材を貼り合わせて、加熱し熱硬化（
接着）させることができる。その結果、貼合せ工程と接着の工程とが別の工程とできるた
め、貼合せ工程の製造速度を速くでき、かつ、接着の工程も製造速度を速く、又はバッチ
式でも大量に一括で加熱処理でき、結果的に低コストとすることができる。
【００５９】
　フラットケーブル被覆材の粘接着層上に剥離紙を設けている場合は、予め、または導電
体列を粘接着層上に仮固定する前に、フラットケーブル被覆材から剥離紙を剥離し除去す
ればよい。
【００６０】
　従来の製造方法では、一対のフラットケーブル用被覆材の接着層の面を対向させて重ね
合わせ、その層間に、導線等の導電体を同一平面内で配列した導電体列を介在させた状態
で、フラットケーブル用被覆材と導電体とを加熱加圧してヒートシールすることにより、
接着層と導電体２１とを密接着させ、更に、対向した接着層自身も相互に接着させること
により、導電体列を接着層へ埋め込み、被覆材で被覆して、フラットケ－ブル被覆材と導
電体列とを一体化してフラットケーブルを製造していた。この従来の製造方法に使用され
ていた接着剤はポリエステル系の樹脂などが一般的なものであり、初期粘着性を有しない
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ものであったため、複数の導電体が所定の間隔で平行に配列するように導電体を接着剤上
に配置することが困難であった。従って、被覆材の接着層上に導電体が配列するように配
置してから他方の被覆材を重ね合わせることができず、同一走行中の工程内で、一方の被
覆材に導電体を配置と同時に他方の被覆材を重ね合わせ、加熱加圧（ヒートシール）して
接着剤を硬化させる必要があった。そのため、このヒートシール工程では、被覆材及び導
電体を、接着剤が溶融する温度まで昇温するための熱エネルギーや、接着剤自体を溶融す
るための熱エネルギーなど、多大の熱エネルギーが必要となり、その結果、ヒートシール
工程の速度は著しく遅くなり、作業効率性が低下する。一方、工程速度を早くするために
ヒートシール温度を高くすると、接着剤への熱の影響により被覆材と導電体との密着性が
不十分となり、高温での接着力が不足する場合があった。本発明においては、上記のよう
に、貼合せ工程と接着の工程とが別の工程とできるため、貼合せ工程の製造速度を速くで
き、かつ、接着の工程も製造速度を速く、又はバッチ式でも大量に一括で加熱処理でき、
結果的に低コストとすることができる。
【００６１】
　粘接着層を硬化させる加熱工程は、加熱とともに加圧してもよい。また、加熱温度は、
１００～３００℃程度、好ましくは１５０～２５０℃である。加熱時間は１～２４０分間
、好ましくは１０～６０分間である。加熱工程は、被覆材どうしを重ね合わせて積層体と
したものを一旦巻き取ってロール状とした後に、ロール状の形態で加熱してもよく、また
、長尺状の積層体を所望の長さに切断して枚葉状の形態として加熱してもよい。
【００６２】
　本発明においては、上記のように、フラットケーブル被覆材の粘接着層が硬化させる前
であっても初期粘着性を有するため、導電体を一定の間隔で平行に配列させた状態で粘接
着層上に仮固定して、他方のフラットケーブル被覆材を重ね合わせて積層体を形成できる
。そのため、導電体の仮固定や被覆材の重ね合わせ工程は高速で実施できるため、作業効
率を著しく改善できる。また、被覆材どうしを重ね合わせて積層体としたものを一旦巻き
取ってロール状にして、これらをまとめて加熱処理（粘接着剤の硬化処理）を行えるため
、製造コストを低減することができる。
【実施例】
【００６３】
　以下、実施例及び比較例により、本発明を更に詳細に説明するが、これに限定されるも
のではない。なお、溶媒を除き、各層の各組成物は固形分換算の質量部である。
【００６４】
実施例１
＜粘接着剤の調製＞
　下記原料を攪拌機により混合し、粘接着剤を作製した。
　・アクリル酸エステル共重合体　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（主鎖のＣ＝１～３）　　　　　５０部
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（主鎖のＣ＝２～１０）　　　１００部
　・ＮＢＲ変性エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０部
　・ジシアンジアミド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　・フォスフィン酸塩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８０部
　・水酸化マグネシウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００部
【００６５】
＜試験片の作製＞
　上記で得られた粘接着剤を、厚さ２５μｍのポリエチレンテレフタレート（ユニチカ株
式会社、エンブレット）上に、乾燥後の重量が５０ｇ／ｍ２になるように、コンマコータ
ーにて塗布し乾燥して粘接着層を形成することにより、被覆材を作製した。
　次いで、得られた被覆材を２枚準備し、それらを、粘接着層どうしが対向するように重
ね合わせ、金属ロールとゴムロールとの間を、６０℃に加熱しながら加圧して、３０ｍ／
ｍｉｎのスピードで通過させて積層体とした。その後、積層体を、熱オーブンにて、１８
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０℃で１時間保持して、粘接着剤を加熱硬化させたものを試験片とした。
【００６６】
実施例２
　粘接着剤の調製において、水酸化マグネシウムを加えなかった以外は実施例１と同様に
して試験片を作製した。
【００６７】
実施例３
　粘接着剤の調製において、フォスフィン酸塩を加えなかった以外は実施例１と同様にし
て試験片を作製した。
【００６８】
実施例４
　粘接着剤の調製において、原料を下記のものに変更した以外は実施例１と同様にして試
験片を作製した。
　・アクリル酸エステル共重合体　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（主鎖のＣ＝１～３）　　　　　９５部
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（主鎖のＣ＝２～１０）　　　１００部
　・ビニルホルマール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・１－ベンジル－２－フェニルイミダゾール　　　　　　　　　　　　７部
　・ＤＢＵ系テトラフェニルポレート塩　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・水酸化マグネシウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０部
【００６９】
実施例５
　粘接着剤の調製において、水酸化マグネシウムをメラミンシアヌレートに代えた以外は
実施例４と同様にして試験片を作製した。
【００７０】
比較例１
　粘接着剤の調製において、フォスフィン酸塩および水酸化マグネシウムを加えなかった
以外は実施例１と同様にして試験片を作製した。
【００７１】
比較例２
　粘接着剤の調製において、水酸化マグネシウムを加えなかった以外は実施例４と同様に
して試験片を作製した。
【００７２】
＜初期粘着力の評価＞
　上記で得られた被覆材を、２３℃、５０％ＲＨ雰囲気下に２４時間静置し、幅２５ｍｍ
、長さ２５０ｍｍに裁断し、試験サンプルとした。粘接着層が接触するように、洗浄した
硝子板の上に試験サンプルを置き、その上から、手動式圧着装置（ＪＩＳ０２３７）にて
、圧着速さ約５ｍｍ／ｓｅｃ、１往復させ、貼り付けた。
　硝子板に貼り付けた試験サンプルの片方を、テンシロン（オリエンテック製ＲＴＣ１３
１０Ａ）にて、３００ｍｍ／ｍｉｎの速さで引き剥がし、そのときの応力を粘着力とした
。
【００７３】
＜耐熱性評価＞
　１５０℃で２４ｈ静置後の剥離強度が１０Ｎ／１０ｍｍ幅以上の場合を、合格とし「○
印」で示し、これ以下の場合を不合格とし「×印」で示す。
【００７４】
＜難燃性評価＞
　上記で得られた各試験片について、難燃性試験を行った。酸素指数２１以上であったも
のを○、それ未満を×とした。これらの評価結果は、下記の表１に示される通りであった
。
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【００７５】
【表１】

【符号の説明】
【００７６】
　１：フラットケーブル
　１０：フラットケーブル被覆材
　１１：基材
　１３：粘接着層
　１５：粘接着剤
　２１：導線

【図１】

【図２】

【図３】
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